
 

新 旧 対 照 表 

（下線部分は変更部分） 

○ 独立行政法人住宅金融支援機構第四期中期計画 （抄） 

変 更 後 変 更 前 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

機構は、第四期中期目標で与えられた目標を達成し、我が国の住生活の向上を金融

面から支援することができるよう、地方公共団体、民間金融機関等との対話を継続的

に行い、ニーズや要望を踏まえつつ、証券化支援事業、住宅融資保険等事業及び住宅

資金融通等事業を実施する。 

なお、各事業の実施に当たっては、民間金融機関等との適切な役割分担に留意しつ

つ、住宅金融市場における先導的・模範的な取組や、地域と連携する取組等を特に重

点的に取り組むとともに、機構が業務を委託している機関（以下「委託機関」という

。）等を含む効率的かつ効果的な業務実施体制を確保することで、政策実施機能の最

大化を図る。 

１．証券化支援事業 

長期固定金利の住宅資金を全国あまねく安定的に供給できるようにするとともに

、住宅循環システムの構築、良質な住宅ストックの形成等に資するよう、証券化支

援事業を通じ民間金融機関による長期固定金利の住宅ローンの供給を支援する次の

取組を行う。 

①～⑦ （略） 

⑧ こども未来戦略（令和５年12月22日閣議決定）に基づき、子育てにやさしい住

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

機構は、第四期中期目標で与えられた目標を達成し、我が国の住生活の向上を金融

面から支援することができるよう、地方公共団体、民間金融機関等との対話を継続的

に行い、ニーズや要望を踏まえつつ、証券化支援事業、住宅融資保険等事業及び住宅

資金融通等事業を実施する。 

なお、各事業の実施に当たっては、民間金融機関等との適切な役割分担に留意しつ

つ、住宅金融市場における先導的・模範的な取組や、地域と連携する取組等を特に重

点的に取り組むとともに、機構が業務を委託している機関（以下「委託機関」という

。）等を含む効率的かつ効果的な業務実施体制を確保することで、政策実施機能の最

大化を図る。 

１．証券化支援事業 

長期固定金利の住宅資金を全国あまねく安定的に供給できるようにするとともに

、住宅循環システムの構築、良質な住宅ストックの形成等に資するよう、証券化支

援事業を通じ民間金融機関による長期固定金利の住宅ローンの供給を支援する次の

取組を行う。 

①～⑦ （略） 

（新設） 



まいの拡充を目指し、子育て世帯及び若者夫婦世帯による居住環境の優れた住宅

の取得を支援する。 

（指標：フラット３５子育てプラスの申請件数） 

⑨～⑬ （略） 

２．（略） 

３．住宅資金融通等事業 

住宅政策上重要でありながら、民間金融機関だけでは対応が困難な分野への資金

の融通を補完する住宅資金融通事業については、丁寧な審査を行いつつ、各地域に

おいて地方公共団体、民間金融機関等のステークホルダーとのネットワークを活か

し、協働して被災した住宅の再建、老朽化したマンションの建替え・改修の促進、

密集市街地の解消等に対する融資を着実に実施する。併せて、これらの融資に関し

ては、民間金融機関等の業務状況を不断に検証する。 

また、証券化支援事業及び住宅資金融通等事業を通じて供給される住宅ローンに

付随する団体信用生命保険業務、既往債権管理業務及び財形住宅融資業務について

も的確に実施する。 

①～⑭ （略） 

⑮ 空家等の適切な管理及びその活用を促進するため、地方公共団体等と連携し、

空家等及び空家等の跡地の活用の促進に必要な資金の融通に関する情報提供その

他の援助を行う。 

⑯・⑰ （略） 

Ⅳ－２ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産

の処分に関する計画 

住宅融資保険等事業及び住宅資金融通等事業のうち、通常予測される範囲を超える

損失に備えることを目的とする政府出資金が措置された業務（独立行政法人住宅金融

 

 

 

⑧～⑫ （略） 

２．（略） 

３．住宅資金融通等事業 

住宅政策上重要でありながら、民間金融機関だけでは対応が困難な分野への資金

の融通を補完する住宅資金融通事業については、丁寧な審査を行いつつ、各地域に

おいて地方公共団体、民間金融機関等のステークホルダーとのネットワークを活か

し、協働して被災した住宅の再建、老朽化したマンションの建替え・改修の促進、

密集市街地の解消等に対する融資を着実に実施する。併せて、これらの融資に関し

ては、民間金融機関等の業務状況を不断に検証する。 

また、証券化支援事業及び住宅資金融通等事業を通じて供給される住宅ローンに

付随する団体信用生命保険業務、既往債権管理業務及び財形住宅融資業務について

も的確に実施する。 

①～⑭ （略） 

（新設） 

 

 

⑮・⑯ （略） 

Ⅳ－２ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産

の処分に関する計画 

該当なし。 

 



支援機構法（平成17年法律第82号）第13条第１項第３号、第６号、第８号及び第９号

並びに同条第２項第４号の業務）に関して、当該業務における当該政府出資金から生

じた運用益については、同一勘定の国庫補助を受けることとされている事業に充当が

可能な場合又は保険料率引下げ費用として充当が可能な場合を除き、独立行政法人通

則法第46条の２の規定に基づき、国庫納付を行う。 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．・２．（略） 

３．独立行政法人住宅金融支援機構法第18条第１項に規定する積立金の使途 

独立行政法人住宅金融支援機構法第18条第１項の規定に基づき主務大臣の承認を

受けた積立金は、同法第13条第１項第11号に規定する団体信用生命保険等業務の運

営の使途のほか、第三期中期目標期間までに取得した固定資産の減価償却に要する

費用等に充てる。 

４．（略） 

 

 

 

 

 

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１．・２．（略） 

３．独立行政法人住宅金融支援機構法第18条第１項に規定する積立金の使途 

独立行政法人住宅金融支援機構法（平成17年法律第82号）第18条第１項の規定に

基づき主務大臣の承認を受けた積立金は、同法第13条第１項第11号に規定する団体

信用生命保険等業務の運営の使途のほか、第三期中期目標期間までに取得した固定

資産の減価償却に要する費用等に充てる。 

４．（略） 

 


